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。議案補充説明

(1)議案第67号「みえ県民力ビジョン・第三次行動計画の策定についてJ

[別冊]

1 みえ県民カビジョン・第三次行動計画(案)数値目標→覧

(戦略企画部関係分)

2-1 次期「三重県教育施策大綱J最終案

2 -2 r三重県教育施策大綱Jの教育施策に関連する主な呂擦について

3 三重県広聴広報アクションプラン(令和 2年 3月改訂版)最終案

令和 2年 3月9日

戦略企画部



























































































































( 5 )三重県広聴広報アクションプラン(令和 2年3月改訂版)

最終案について

三重県広聴広報アクションプランについて、令和 2年3月中の改訂に向けて、作業を

進めています。

これまでに、本常任委員会において中間案をご議論いただくとともに、県民の皆さん

からの意見を聴取し、最終案をとりまとめました。

1 常任委員会における意見

(1)戦略的なプロモーションの推進について

各部局が作成している SNSについても、フォロワー数の増加等に努められた

い。また、各部局のSNSやそのフォロワー数等の推移を庁内で共有し、広聴広

報の充実に活用されたい。

( 2) I質Jの高い情報発信に向けた体制づくりについて

評価指標の説明として『広聴広報課が把握した広報計画の件数』とあるが、広聴

広報課が把握しない広報があるような誤解を招かないか。

2 県民の皆さんからの主な意見

令手口元年 12月9日(月)から 27日(金)において、県民の皆さんを対象に三重県

広穂広報アクションプランについてアンケート (eーモニター:電子アンケート)を実

施したところ、主な意見は次のとおりでした。

(1)行動につながる情報発信の強化

「県民すべてが、県の情報を知りたい、受け取りたい、自分の情報を伝えたい、

県の施策に参加したいj ということが大事だと思う。

「伝わるJIつながるJはいい方向だと思う。

( 2 )拡散性の高い情報コンテンツづくり

. S N Sなどでの情報拡散は現代では必要で、効果的な方法だと思う。そのため

には、発信される情報の内容の充実が大切であり、発信に値する情報は多くの

人が拡散してくれるのだと思う。

「拡散性の高い情報コンテンツづくりj はよいことだと思う。情報や取り組ん

でいることを「取り寄せるJではなく、「自然に入ってくるJでないといけない。

( 3 )戦略的なプロモーションの推進

・以前に比べて三重の知名度が少しずつ上がってきているように感じる。国内外

に情報発信して三重の魅力を知ってもらいたい。

-広報より、その中身が問題。魅力ある施策、アクション、コンテンツなら県民

は飛びつくはずである。積極的に広報しなければ県民が飛びつかないような内

容では磁力がない。
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(4)メディアミックスによる広聴広報活動の充実

・一方向からの発信ではなく、双方向のつながりをめざしているのがわかる。

-これからの時代、 SNSは重要だと思うが、特に高齢の方へは、紙面媒体での

広報活動はまだまだ有用だと思う。

(5)県の責務としての情報発信

-どうしても知らせたいもの(攻めの広報)と県民の皆さんのほしい情報の求め

になるべく応える(守りの広報)を充実させる必要がある。

-偏った知識が蓄積されないよう、興味のないもの、得たくないものについても、

強制的に広報する必要がある。

-災害の時に細部まで伝わり切れていないことが気になる。

3 最終案について

最終案については、中間案に対する意見をふまえるとともに、「みえ県民カビジョン・

第三次行動計画J(案)の指標と整合等を図りながら、最終案そをまとめました。

中間案からの主な変更点は次のとおりです。※ ((POO))内はgrJ閥 3のページ数

(1)メディアトレンドに対応した広聴広報活動 ((P1)) 

「高速大容量の次世代通信システム (5G)のサービスが令和 2年春から跨始

されるなど、メディアを取り巻く環境は今後ますます大きな変化を伴う可能性が

あり、j を追記しました。

(2) rアクションプランJの評価指標 ((P9))

mみえ県民意識調査』で、県の広報活動が、『十分に行われているふ『ある程

度行われている』と感じる県民の割合Jを rwみえ県民意識調査』で、県の広報活

動により県の情報が伝わっていると『感じる~ wどちらかといえば感じる』と回答

した県民の割合j に変更しました。

( 3) r質Jの高い情報発信に向けた体制づ、くりについて ((P15)) 

評価指標の説明「広聴広報課が把握した広報計画の件数」を「全庁的な広報活

動を計画的に推進するための基礎情報となる、各部局が策定した広報計画の件数J

に変更しました。

(4 )海外に向けたプロモーション活動 ((P17、19))

「太平洋・島サミットJを追記しました。

( 5 )ウェブ予サイトを活用した情報発信の強化。22、28))

「各部局が三重県のPRのために制作する写真や動画等のコンテンツについて、

他部局においても自由に使用できるよう、全庁で共有する仕組みを構築し、継続

的な情報発信の充実を図ります。Jを追記しました。

62 



(6) SNS (ソーシャルメディア)の効果的な活用。24))

「各部局の SNSについて、職員研修などを行い、フォロワー数の増加を図り

ます。また、 SNSでの情報発信の取組内容やそのフォロワー数等の推移を庁内

で共有し、広聴広報の充実に活用します。」を追記しました。

(7 )アンケート結果 ((P32~4 1)>

泉氏の皆さんからいただいた貴重なご意見は、広聴広報アクションプランの巻

末に付記し、今後の広聴広報活動に生かします。

※新!日対照表については、別紙3を参照

3 今後のスケジュール

令和 2年度から新たな広聴広報アクションプランにより全庁的に取り組めるよう、

令和2年 3月中に改訂し、公表する予定です。
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(6)広域連携の取組(知事会議の開催結果)について

1 広島県・三重県知事懇談会

(1)開催日 令和2年1月27日(月)、 28日(火)

(2)開催場所 伊賀市(伊賀伝統伝承舘伊賀くみひも組匠の竪)

( 3)視察 児童相談センター(津市)、井村屋グループ株式会社(津市)、

(4)概要

うれし野アグリ株式会社(松阪市)、 DMG森精機株式会社(伊賀市)、

伊賀伝統伝承館伊賀くみひも総涯の里(伊賀市)

。I紡災・減災対策の推進」、「児童虐待の防止・子どもの見守り支援J及び「健康

づくりの推進j の3テーマで意見交換を行いました。

o I紡災・滅災対策の推進」では、平成30年7月豪雨における県民の避難行動の

研究(中間報告)やSNS.AI技術を活用した実証訓練(高齢者の避難行動、水

防団等からの現場情報提供等)の成果、国の基準見直しに伴う防災重点ため池の増

加等を踏まえて意見交換を行い、両県共通の課題である県民の避難行動を促進する

ための取組を充実することや、さらなる国土強靭化に向けた国への提言等で協力し

ていくことを確認しました。

o I児童虐待の防止・子どもの見守り支援」及び「健康づくりの推進」では、両県

がデータや最新テクノロジ一、ナッジ理論等を活用して進めている先進的な取組を

共有していくとともに、全国知事会での横展開等を通じて、これらの施策を深化さ

せていくことで一致しました。

2 宮城県・三重県知事懇談会

(1)開催日 令和2年2月3日(月)

(2)開催場所 伊勢市(神宮会館)

( 3)視察 社会福祉法人まっさか福祉会八重田ファーム(松阪市)、

三重県立明野高等学校(伊勢市)

(4)概要。I防災・減災対策の推進」、「移住・定住の推進」及び「農福連携の推進」の3テ

ーマで意見交換を行い、引き続き両県の取組を共有するとともに、連携して事業を

実施すること等により、これらの施策を効果的・効率的に推進していくことで一致

しました。

特に、「防災・減災対策の推進Jでは、「令和元年台風第19号により被災した河

川管理施設等の技術検討会Jの内容や被災地での気づき等に基づき、気候変動を踏

まえたハード・ソフト対策の強化について、さらには、東日本大震災からの復興の

状況や各種調査の結果等を踏まえて、災害対策法制の課題と見直しの方向性等につ

いて意見交換を行い、前県の防災・減災対策のステージアップや全国知事会での横

展開、国に対する提言について、協力・リードしていくことを確認しました。

0 このほか、新型コロナウイルス感染症 (COVID-19)に関し、懇談会の直

前に、本県内で患者が発生したことや、国によって指定感染症と定められたこと等

を踏まえて、両県が改めて危機意識を共有し、!感染の拡大防止及び風評被害対策等

で連携・協力していくこと等を提案し、合意しました。
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(7)三重県総合教育会議の開催状況について

1 令和元年度第6回総合教脊会議

( 1 )開催年月臼 令和元年 12月 24日

(2 )出席者 知事、教育長、教育委員4名

(3 )協議事項 ① 地域課題解決型キャリア教育について

(4 )主な意見 (0 :教育長・教育委員 ・:知事)

① 地域課題解決型キャリア教育について

事務局からの資料の説明に引き続き、地域課題解決型キャリア教育に取り組ん

でいる県立高等学校3校の生徒から、取組内容についての発表が行われた。

・紀南高校(みかん産業を体験的に学習、みかん検定の作成)

・飯南高校(フィールドワーク、教科横断的な学習、

地域と協働して学ぶ課外活動)

-あけぼの学問高校(フィールドワーク、伊賀の食材を利用したパンの開発、

伊賀の材料を利用した美容商品の販売活動)

0 紀南高校は地域の課題を明確に把握していること、飯南高校はフィールド

ワークを通じて課題を実感していること、あけぼの学国高校は系列ごとにプ

ロジェクトを行っているなど、各校それぞれの特徴を感じた。

PBL (課題解決型学習)に取り紘む際には、活動をすること自体が目的

化してしまうことで地域の課題とリンクしなくなる点に注意が必要である。

生徒たちが失敗することもあると思うが、そのときに教員やコーディネー

ターがどう支えるかが重要である。

0 紀南高校から発表のあった、他校の先進的な取組が自校の取総への刺激と

なったという話は、ビジネスの世界における競争原理と同じである。大学生

や地域の大人たちの取経とも比較することで、前向きな推進力としてほしい。

飯南高校の、お茶を急須で飲む習慣が廃れてきたという報告から地域の課

題と文化の継承をつなげて解決をはかることが有益であると感じた。

0 今回の報告では、キャ 1)ア教育に取り組む中で、生徒の皆さんが自己肯定

感を得られたことが伝わった。今後は、地域にとっての利益とすること、地

域に貢献することで達成感が得られることを、より意識してほしい。

・ どの学校の発表も、今後の取組への意欲が含まれていたことは、この取組

を面白いと感じ主体的に取り組めているからだと思う。

また、この取組を通じて、価値観の違いを認め合いながら入との出会いを

大切にすることを学んでもらいたい。

これからは、何かを成し遂げたときの達成感などの「感覚Jと、何かを行

う手)11貢や方法などの「論理」を大切にしてほしい。また、ものごとを成し遂

げるときにはチームづくりが大切になることを意識して取り組んでほしい。
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2 令和元年度第 7回総合教育会議

( 1 )筒催年月日 令和 2年 2月 10B 

(2 )出席者 知事、教育長、教育委員4名

( 3)協議事項 ①家庭教育と子育て支援の充実について

②次期「三重県教育施策大綱J最終案について

@体力向上について

(4 )主な意見 (0 :教育長・教育委員・知事)

① 家庭教育と子育て支援の充実について

0 例えば子どもの 6人に一人は相対的貧困にあるというようなことを押さ

えたうえでの支援が必要である。

また、生活習慣・読書習慣のチェツクシートの取組では、「学びに向かう

力」の啓発という観点も必要となる。

0 一人で抱え込んでしまう人たちの思いを聞く場、若い親が相談しやすい窓

口を作ることが必要ではないか。

介護のケースで、状況を開き取って配慮することにより仕事や職場がうま

くいくようになったことがあり、ワークライフバランスの観点から、企業と

しても関われることは十分ある。

0 届けたいところに支援を届けるために、個別懇談の場などでスクールカウ

ンセラーや養護教諭からの個別指導などのシステムを構築していくべきで

はないか。

0 企業と連携した家庭の教育力アップについては、「企業評価が変わるJ乙

とに気づいてもらうことで、取組を促すことができる。

・ 例えば介護への支援によって家庭教育がうまくいく場合もある。家庭教育

だけで解決を考えるのではなく、複合的な課題に対し、行政の縦割りの分野

を越えて寄り添っていくことが必要である。

② 次期「三重県教育施策大綱J最終案について

0 教育施策大綱の策定に向けた議論の中では、 1 ))ふるさと三重の

ローカリティを入れる、 2)幼児教育の大切さ、 3)教員の呂線も大事であ

る、どいう 3点について、主に意見を申し上げてきた。

1 )については基本方針に、 2)については、家庭教育、幼児教育の施策の

中で、「幼児教育のセンターとしての機能の充実」に反映されている。

3)については、大織に具体的な記述はないが、教師が夢と希望を持って

取り組めるような学校現場をつくっていっていただきたい。

0 県民の皆さんに大綱を全て読んでいただくのは難しいので、各施策を実施

する中で、大綱の理念が伝わるように取り組まれたい。

0 世の中の変化は速いので、この大綱の次に向けた視点も持って取組を進め

られたい。

O 施策の実施にあたっては、時代に応じて変えなければならないところ、
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普遍的で変えてはいけないところを意識して取組を進めたい。・委員の皆さんのご意見により良いものに仕上がってきている。今後、しっ

かりと実行に移していきたい。

③ 体力向上について

O 全国平均との比較にとらわれず、子どもの健やかな成長という観点で学齢

に応じた基準を示し、それを目標に体力向上に取り組むのがよい。

0 全国学力・学習状況調査は、毎年問題が変わるので全国平均と比べる合理

性があるが、全国体力・運動能力、運動習慣等調査は、 i可じ種目であり学齢

に応じた基準を示すことも可能ではないか。右肩上がりの結果を常にめざす

ことには違和感がある。

運動時間とテレビ、スマートフォン等の視聴時間との関係だけでなく猛暑

や部活動指導の見直し等による運動待問の制限も影響している可能性があ

る。

運動が楽しいという経験は大事であり、一学校一運動が押し付けにならな

いように気を付ける必要がある。

0 部活動は勝利にこだわる商もあるため、地域のスポーツクラブのような活

動も活用して、運動が苦手な子も体を動かすことの爽快感を味わえるような

機会を増やすべきである。

0 体力については、人生全体の健康増進につながるという視点で分析しては

どうか。

体力合計点が昨年度と比較して上昇している学校は、小規模校が多いこと

から、学校規模も関係があるのではないか。

0 運動が苦手な子もスポーツを楽しいと感じることが大事であることから、

授業では大切にしたいと考えている。全国平均は、目安のーっと考えている。

. 今後の取組については、メリハリや優先順位をつけて実施することが大切

である。

子どもたち自身がめざすのは絶対値評価でよいが、行政としては全国との

関係を相対的に判断するため、全国平均と比較することも必要である。
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